
別 表 １ 

算 定 基 準 

１ 区分 ２整備区分 ３ 種目 ４ 基準額 ５ 対象経費 ６ 負担割合 

放課後児

童クラブ

（１支援

の単位当

たり） 

創 設 

及 び 

改 築 

 

本体工事

費 

３１，２９８千円 

 

ただし、国通知の第１の１によ

る、新・放課後子ども総合プラン

（平成３０年９月１４日厚生労

働省子ども家庭局長、文部科学省

生涯学習政策局長連名通知）に基

づく学校敷地内等における創設

又は改築を行う場合（以下「国通

知の第１の１に定める事業を行

う場合」という。）。 

   

   ６２，５９６千円 

 

 国通知の第１の２による学校

敷地外で放課後児童クラブを利

用するこどもと地域のこどもが

共に過ごし交流する場と一体的

に整備する場合（以下「国通知

の第１の２に定める事業を行う

場合」という。） 

６２，５９６千円 

 

一部改築については、国通知の

第２により算出されたものを基

準額とする。 

放課後児童クラブの

創設及び改築整備（建

物の整備と一体的に整

備されるものであっ

て、知事が必要と認め

た整備を含む。）に必要

な工事費又は工事請負

費及び工事事務費（工

事施工のため直接必要

な事務に要する費用で

あって、旅費、消耗品

費、通信運搬費、印刷製

本費及び設計監理料等

をいい、その額は工事

費又は工事請負費の

２．６％に相当する額

を限度とする。以下同

じ。）並びに既存建物の

買収のために必要な財

産購入費（PFI 事業及

び既存建物を買収する

ことが建物を新築する

ことより効率的である

と認められる場合に限

る。） 

市町村が整備を行

う場合 

 

①国通知の第１の

３に該当しない整

備を行う場合 

県     1/3 

市町村 1/3 

 

②国通知の第１の

３に基づき待機児

童の解消のための

整備を行う場合 

県     1/6 

市町村 1/6 

 

③国通知の第１の

４に基づき待機児

童の解消のための

整備を行う場合 

県   1/12 

市町村 1/12 

 

 

市町村が社会福祉

法人等の行う施設

の整備に対して補

助を行う場合 

 

①国通知の第１の

３に該当しない整

備を行う場合 

県     2/9 

市町村 2/9 

設置者 1/3 

 

②国通知の第１の

３に基づき待機児

童の解消のための

整備を行う場合 

賃借料加

算 

７，２７１千円 新たに土地を貸借し

て放課後児童クラブを

整備する場合に必要な

費用 

特殊付帯

工事費 

１８，８３３千円 

 

特殊附帯工事に必要

な工事費又は工事請負

費 

 

解体撤去

工事費及

び仮設施

設整備工

事費 

１ 改築に際して既存施設を解体

し撤去する場合 

１，６６１千円 

２ 改築に際して仮設施設を整備

する場合 

２，４７３千円 

解体撤去に必要な工

事費又は工事請負費及

び仮設施設整備に必要

な賃借料、工事費又は

工事請負費 



３ 一部改築に際して既存施設を

解体し撤去する場合又は仮設

施設を整備する場合は、国通知

の第２の２に基づき知事が必

要と認めた額とする。 

県     1/8 

市町村 1/8 

設置者 1/4 

 

③国通知の第１の

４に基づき待機児

童の解消のための

整備を行う場合 

県     1/16 

市町村 1/16 

設置者  1/4 

拡 張 本体工事

費 

知事が必要と認めた額とす

る。ただし、創設に係る基準額

の２分の１を上限とする。 

放課後児童クラブの

拡張整備に必要な工事

費又は工事請負費及び

工事事務費 

賃借料加

算 

７，２７１千円  新たに土地を賃借し

て放課後児童クラブを

整備する場合に必要な

費用 

特殊付帯

工事費 

１８，８３３千円  特殊附帯工事に必要

な工事費又は工事請負

費 

大規模修繕 本体工事

費 

国通知の第４の３に基づ

き知事が必要と認めた額と

する。 

放課後児童クラブの

大規模修繕に必要な工

事費又は工事請負費及

び工事事務費 

特殊付帯

工事費 

 特殊附帯工事に必要

な工事費又は工事請負

費 

仮設施設

整備工事

費 

 仮設施設整備に必要

な賃借料、工事費又は

工事請負費 

 

  



別 表 ２ 
算 定 基 準 

１  区

分 

２整備区分 ３ 種目 ４ 基準額 ５ 対象経費 ６ 負担割合 

病児保

育施設 

創 設 

及 び 

改 築 

本体工事

費 

４２，５０９千円 

 

一部改築については、国通知の

第２により算出されたものを基準

額とする。 

病児保育施設の創

設及び改築整備（建物

の整備と一体的に整

備されるものであっ

て、知事が必要と認め

た整備を含む。）に必

要な工事費又は工事

請負費及び工事事務

費並びに既存建物の

買収のために必要な

財産購入費（PFI事業

及び既存建物を買収

することが建物を新

築することより効率

的であると認められ

る場合に限る。） 

市町村が整備を行

う場合 

 

県   1/3 

市町村 1/3 

 

 

市町村が社会福祉

法人等の行う施設

の整備に対して補

助を行う場合 

 

県   3/10 

市町村 3/10 

設置者 1/10 

設計料加

算 

２，１２５千円 本体工事費以外に

別途必要となる設計

料 

環境改善

加算 

５，０１５千円 こどもにやさしい

環境を作り出すため

に必要となる費用 

地域の余

裕スペー

ス活用促

進加算 

４，３８８千円 

 

地域の余裕スペー

ス（公営住宅，公民館

等）を活用して病児保

育施設を整備するた

めに必要となる費用 

特殊付帯

工事費 

１７，９２７千円 特殊附帯工事に必

要な工事費又は工事

請負費 

解体撤去

工事費及

び仮設施

設整備工

事費 

１ 改築に際して既存施設を解体

し撤去する場合  

２，６２５千円 

２ 改築に際して仮設施設を整備

する場合  

４，６７５千円  

３ 一部改築に際して既存施設を

解体し撤去する場合又は仮設施

設を整備する場合は、国通知の

解体撤去に必要な

工事費又は工事請負

費及び仮設施設整備

に必要な賃借料、工事

費又は工事請負費 



第２の２に基づき知事が必要と

認めた額とする。 

拡 張 本体工事

費 

知事が必要と認めた額とする。

ただし、創設に係る基準額の２分

の１を上限とする。 

病児保育施設の拡

張整備に必要な工事

費又は工事請負費及

び工事事務費 

設計料加

算 

本体工事費の５％ 本体工事費以外に

別途必要となる設計

料 

環境改善

加算 

５，０１５千円 こどもにやさしい

環境を作り出すため

に必要となる費用 

特殊付帯

工事費 

１７，９２７千円 特殊附帯工事に必

要な工事費又は工事

請負費 

大規模修繕 本体工事

費 

国通知の第４の３に基づき知事

が必要と認めた額とする。 

病児保育施設の大

規模修繕に必要な工

事費又は工事請負費

及び工事事務費 

特殊付帯

工事費 

特殊附帯工事に必

要な工事費又は工事

請負費 

仮設施設

整備工事

費 

仮設施設整備に必

要な賃借料、工事費又

は工事請負費 

 

  



別 表 ３ 

算 定 基 準 

（第６条に基づき、放課後児童クラブの整備を行う場合） 

１ 区分 ２整備区分 ３ 種目 ４ 基準額 ５ 対象経費 ６ 負担割合 

放課後児

童クラブ

（１支援

の単位当

たり） 

創 設 

及 び 

改 築 

 

本体工事

費 

第６条（１）、（２）に基づく場合 

３４，４２８千円 

第６条（３）に基づく場合 

４１，３１３千円 

 

ただし、国通知第１の１及び２

による場合 

第６条（１）、（２）に基づく場合 

６８，８５６千円 

第６条（３）に基づく場合 

８２，６２６千円 

 

一部改築については、国通知の

第２により算出されたものを基準

額とする。 

放課後児童クラブ

の創設及び改築整備

（建物の整備と一体

的に整備されるもの

であって、知事が必要

と認めた整備を含

む。）に必要な工事費

又は工事請負費及び

工事事務費並びに既

存建物の買収のため

に必要な財産購入費

（PFI 事業及び既存

建物を買収すること

が建物を新築するこ

とより効率的である

と認められる場合に

限る。） 

市町村が整備を行

う場合 

 

①国通知の第１の

３に該当しない整

備を行う場合 

県     1/3 

市町村 1/3 

 

②国通知の第１の

３に基づき待機児

童の解消のための

整備を行う場合 

県     1/6 

市町村 1/6 

 

③国通知の第１の

４に基づき待機児

童の解消のための

整備を行う場合 

県   1/12 

市町村 1/12 

 

 

市町村が社会福祉

法人等の行う施設

の整備に対して補

助を行う場合 

 

①国通知の第１の

３に該当しない整

備を行う場合 

県     2/9 

市町村 2/9 

設置者 1/3 

 

②国通知の第１の

３に基づき待機児

賃借料加

算 

第６条（１）、（２）に基づく場合 

７，９９８千円 

第６条（３）に基づく場合 

９，５９８千円 

新たに土地を貸借

して放課後児童クラ

ブを整備する場合に

必要な費用 

特殊付帯

工事費 

第６条（１）、（２）に基づく場合 

２０，７１６千円 

第６条（３）に基づく場合 

２４，８６０千円 

特殊附帯工事に必

要な工事費又は工事

請負費 

 解体撤去

工事費及

び仮設施

設整備工

事費 

１ 改築に際して既存施設を解体

し撤去する場合 

第６条（１）、（２）に基づく場合 

１，８２７千円 

第６条（３）に基づく場合 

２，１９３千円 

 

２ 改築に際して仮設施設を整備

する場合 

第６条（１）、（２）に基づく場合 

解体撤去に必要な

工事費又は工事請負

費及び仮設施設整備

に必要な賃借料、工事

費又は工事請負費 



２，７２０千円 

第６条（３）に基づく場合 

３，２６４千円 

 

３ 一部改築に際して既存施設を

解体し撤去する場合又は仮設施

設を整備する場合は、国通知の

第２の２に基づき知事が必要と

認めた額とする。 

童の解消のための

整備を行う場合 

県     1/8 

市町村 1/8 

設置者 1/4 

 

③国通知の第１の

４に基づき待機児

童の解消のための

整備を行う場合 

県     1/16 

市町村 1/16 

設置者  1/4 

拡 張 本体工事

費 

知事が必要と認めた額とする。

ただし、創設に係る基準額の２分

の１を上限とする。 

放課後児童クラブ

の拡張整備に必要な

工事費又は工事請負

費及び工事事務費 

賃借料加

算 

第６条（１）、（２）に基づく場合 

７，９９８千円 

第６条（３）に基づく場合 

９，５９８千円 

新たに土地を賃借

して放課後児童クラ

ブを整備する場合に

必要な費用（施設の拡

張により必要となる

部分に限る。） 

特殊付帯

工事費 

第６条（１）、（２）に基づく場合 

２０，７１６千円 

第６条（３）に基づく場合 

２４，８６０千円 

特殊附帯工事に必

要な工事費又は工事

請負費 

 

  



別 表 ４ 
算 定 基 準 

（第６条に基づき、病児保育施設の整備を行う場合） 

１ 区分 ２整備区分 ３ 種目 ４ 基準額 ５ 対象経費 ６ 負担割合 

病児保育

施設 

創 設 

及 び 

改 築 

 

本体工事

費 

第６条（１）、（２）に基づく場合 

４６，７６０千円 

第６条（３）に基づく場合 

５６，１１２千円 

 

一部改築については、国通知の

第２により算出されたものを基準

額とする。 

病児保育施設の創

設及び改築整備（建物

の整備と一体的に整

備されるものであっ

て、知事が必要と認め

た整備を含む。）に必

要な工事費又は工事

請負費及び工事事務

費並びに既存建物の

買収のために必要な

財産購入費（PFI事業

及び既存建物を買収

することが建物を新

築することより効率

的であると認められ

る場合に限る。） 

市町村が整備

を行う場合 

 

県   1/3 

市町村 1/3 

 

 

市町村が社会

福祉法人等の

行う施設の整

備に対して補

助を行う場合 

 

県   3/10 

市町村 3/10 

設置者 1/10 

 設計料加

算 

第６条（１）、（２）に基づく場合 

２，３３８千円 

第６条（３）に基づく場合 

２，８０５千円 

本体工事費以外に

別途必要となる設計

料 

環境改善

加算 

第６条（１）、（２）に基づく場合 

５，５１７千円 

第６条（３）に基づく場合 

６，６２０千円 

こどもにやさしい

環境を作り出すため

に必要となる費用 

地域の余

裕スペー

ス活用促

進加算 

第６条（１）、（２）に基づく場合 

４，８２７千円 

第６条（３）に基づく場合 

５，７９２千円 

地域の余裕スペー

ス（公営住宅、公民館

等）を活用して病児保

育施設を整備するた

めに必要となる費用 

 

特殊付帯

工事費 

第６条（１）、（２）に基づく場合 

１９，７２０千円 

第６条（３）に基づく場合 

２３，６６４千円 

特殊附帯工事に必

要な工事費又は工事

請負費 

解体撤去

工事費及

び仮設施

設整備工

事費 

１ 改築に際して既存施設を解体 

し撤去する場合 

第６条（１）、（２）に基づく場合 

２，８８８千円 

第６条（３）に基づく場合 

３，４６５千円 

解体撤去に必要な

工事費又は工事請負

費及び仮設施設整備

に必要な賃借料、工事

費又は工事請負費 



 

２ 改築に際して仮設施設を整備

する場合 

第６条（１）、（２）に基づく場合 

５，１４３千円 

第６条（３）に基づく場合 

６，１７１千円 

 

３ 一部改築に際して既存施設を

解体し撤去する場合又は仮設施

設を整備する場合は、国通知の

第２の２に基づき知事が必要と

認めた額とする。 

拡 張 本体工事

費 

知事が必要と認めた額とする。

ただし、創設に係る基準額の２分

の１を上限とする。 

病児保育施設の拡

張整備に必要な工事

費又は工事請負費及

び工事事務費 

設計料加

算 

本体工事費の５％ 本体工事費以外に

別途必要となる設計

料 

環境改善

加算 

第６条（１）、（２）に基づく場合 

５，５１７千円 

第６条（３）に基づく場合 

６，６２０千円 

こどもにやさしい

環境を作り出すため

に必要となる費用 

 特殊付帯

工事費 

第６条（１）、（２）に基づく場合 

１９，７２０千円 

第６条（３）に基づく場合 

２３，６６４千円 

特殊附帯工事に必

要な工事費又は工事

請負費 

 

 

 


